平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　　項：企画開発費　　　目：県民生活行政費
	事業名: ネットワーク大学コンソーシアム岐阜負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　環境生活部　人づくり文化課　大学連携・生涯学習担当　電話番号：058-272-1111（内2457）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11151@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：4,739千円（前年度予算額：4,687千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　岐阜県と県内２１の高等教育機関が共同運営する「ネットワーク大学コンソーシアム岐阜」の運営費を負担する。

・目的　大学が連携し、各大学の魅力を高めるとともに、地域における知的活動の中心拠点として、高等教育に対する多様なニーズに的確に対応し、地域社会の発展に寄与する。
・構成団体　岐阜県、岐阜大学、岐阜県立看護大学、岐阜薬科大学、岐阜経済大学、岐阜女子大学、朝日大学、岐阜聖徳学園大学、東海学院大学、中京学院大学、中部学院大学、岐阜医療科学大学、岐阜市立女子短期大学、岐阜聖徳学園大学短期大学部、東海学院大学短期大学部、中部学院大学短期大学部、大垣女子短期大学、中日本自動車短期大学、岐阜保健短期大学、岐阜工業高等専門学校、情報科学芸術大学院大学、放送大学岐阜学習センター
・事業　共同授業、単位互換事業、大学ガイダンスセミナー、教員免許状更新講習
	２　所要経費


○ネットワーク大学コンソーシアム岐阜運営費（全体）　10,000千円

　・県負担額：4,739千円　・大学負担額：4,740千円  ・受講料等収入：521千円
※　県と大学の経費負担については、平成１９年度に策定した「将来ビジョン」に基づき、負担割合を見直しており、平成２４年度からは県と大学を1:1とする。
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　２ 多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる
	２　これまでの取組状況


①経緯　　平成10年度に13大学等により共同授業運営委員会を設置して以来、参加大学及び事業内容を拡大しながら取り組んでいる。
②主な事業の実績

　・共同授業　平成11～22年度　提供科目数　51科目

　　　　　　　　　　　　　受講者数計　9,261人

　　　　                    うち学生　　6,337人（うちｅラーニング1,138人）

　　　　　　　　　　　　　　うち社会人　2,924人（うちｅラーニング  562人）
　・単位互換　平成15～22年度　提供科目数　609科目

　　　　　　　　　　　　　受講者数計　985人（他大学からの受講者数）

　　　　　　　　　　　　　　うちｅラーニング　929人（約94％）
	３　これまでの取組に対する評価


　①生涯学習機会の提供
これまで実施した共同授業等により、県民の生涯学習機会・高等教育受講機会の創出に一定の効果を挙げている。

　②県内高等教育機関の振興

岐阜県は、県内の大学等へ進学する率が18.82％（平成22年度学校基本調査）と全国で39番目に低い学生の輸出県であり、また、少子化により大学等の経営が非常に苦しい現状にある中、当組織を利用して共同で広報、教養教育、システム利用を行うことは、特に中小の大学等にとっては経営上大きなメリットがある。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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